
職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成22年３月23日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第６号

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年鳥取県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動項等」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動

後項等」という。）が存在する場合には、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動項等に対応する移動後項

等が存在しない場合には、当該移動項等（以下この条において「削除項等」という。）を削り、移動後項等に

対応する移動項等が存在しない場合には、当該移動後項等（以下この条において「追加項等」という。）を加

える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除項等を除く。以下この条において「改正部

分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加項等を

除く。）に改める。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員)

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員 第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 は、次に掲げる職員とする。

(１) 非常勤職員

(２) 臨時的に任用される職員

(１) 略 (３) 略

(２) 略 (４) 略

(５) 育児休業により養育しようとする子につい

て、配偶者が育児休業法その他の法律により育児

休業をしている職員

(６) 前号に掲げる職員のほか、職員が育児休業に

より養育しようとする子を当該職員以外の当該子

の親が常態として養育することができる場合にお

ける当該職員

（再度の育児休業をすることができる特別の事情等） （再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定 第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

(１) 育児休業をしている職員が、職員の勤務時 (１) 育児休業をしている職員が、職員の勤務時

間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第 間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第

35号。以下「勤務時間条例」という。）第16条第 35号。以下「勤務時間条例」という。）第16条第

１項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関 １項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関

する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下「県 する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下「県



費負担教職員勤務時間条例」という。）第14条第 費負担教職員勤務時間条例」という。）第14条第

１項に規定する特別休暇（以下単に「特別休暇」 １項に規定する特別休暇（以下単に「特別休暇」

という。）のうち人事委員会規則で定めるものを という。）のうち人事委員会規則で定めるものを

得、若しくは出産したことにより当該育児休業の 得、若しくは出産したことにより当該育児休業の

承認が効力を失い、又は第５条に定める事由に該 承認が効力を失い、又は第５条第２号に掲げる事

当したことにより当該承認が取り消された後、当 由に該当したことにより当該承認が取り消された

該特別休暇若しくは出産に係る子若しくは同条に 後、当該特別休暇若しくは出産に係る子若しくは

規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等 同号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子

により職員と別居することとなったこと。 縁組等により職員と別居することとなったこと。

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

２ 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める

期間は、当該育児休業に係る子の出生の日から起算

して８週間を経過する日の翌日までとする。

（育児休業の承認の取消事由） （育児休業の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由 第５条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由

は、育児休業をしている職員について当該育児休業 は、次に掲げる事由とする。

に係る子以外の子に係る育児休業を承認しようとす

るときとする。

(１) 職員が育児休業により養育している子を当該

職員以外の当該子の親が常態として養育すること

ができることとなったとき。

(２) 育児休業をしている職員について当該育児休

業に係る子以外の子に係る育児休業を承認しよう

とするとき。

（育児短時間勤務をすることができない職員） （育児短時間勤務をすることができない職員）

第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員 第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 は、次に掲げる職員とする。

(１) 非常勤職員

(２) 臨時的に任用される職員

(１) 略 (３) 略

(２) 略 (４) 略

(５) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に

規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）を

することにより養育しようとする子について、配

偶者が育児休業法その他の法律により育児休業を

している職員

(６) 前号に掲げる職員のほか、職員が育児短時間

勤務をすることにより養育しようとする時間にお

いて、育児短時間勤務をすることにより養育しよ

うとする子を当該職員以外の当該子の親が養育す

ることができる場合における当該職員

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年



を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情） る特別の事情）

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定 第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

(１) 育児短時間勤務をしている職員（以下「育児 (１) 育児短時間勤務をしている職員（以下「育児

短時間勤務職員」という。）が、特別休暇のうち 短時間勤務職員」という。）が、特別休暇のうち

人事委員会規則で定めるものを得、若しくは出産 人事委員会規則で定めるものを得、若しくは出産

したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力 したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力

を失い、又は第14条第１号に掲げる事由に該当し を失い、又は第14条第２号に掲げる事由に該当し

たことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消 たことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、当該特別休暇若しくは出産に係る子若 された後、当該特別休暇若しくは出産に係る子若

しくは同号に規定する承認に係る子が死亡し、又 しくは同号に規定する承認に係る子が死亡し、又

は養子縁組等により職員と別居することとなった は養子縁組等により職員と別居することとなった

こと。 こと。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

(４) 育児短時間勤務の承認が、第14条第２号に掲 (４) 育児短時間勤務の承認が、第14条第３号に掲

げる事由に該当したことにより取り消されたこ げる事由に該当したことにより取り消されたこ

と。 と。

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

（育児短時間勤務の承認の取消事由） （育児短時間勤務の承認の取消事由）

第14条 育児休業法第12条において準用する育児休業 第14条 育児休業法第12条において準用する育児休業

法第５条第２項の条例で定める事由は、次に掲げる 法第５条第２項の条例で定める事由は、次に掲げる

事由とする。 事由とする。

(１) 職員が育児短時間勤務により養育している子

を、当該育児短時間勤務をすることにより養育し

ている時間に、当該職員以外の当該子の親が養育

することができることとなったとき。

(１) 略 (２) 略

(２) 略 (３) 略

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員）

第19条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員 第19条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員

は、育児短時間勤務又は同法第17条の規定による短 は、次に掲げる職員とする。

時間勤務をしている職員とする。

(１) 非常勤職員（地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員を除く。）

(２) 育児短時間勤務又は育児休業法第17条の規定

による短時間勤務をしている職員

(３) 部分休業により養育しようとする子につい

て、配偶者が育児休業法その他の法律により育児

休業をしている職員

(４) 前号に掲げる職員のほか、職員が部分休業に

より養育しようとする時間において、養育しよう



とする子を当該職員以外の当該子の親が養育する

ことができる場合における当該職員

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第２条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という。）に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という。）が存在する場

合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、当該移動後項

（以下この条において「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務

の制限） の制限）

第10条 任命権者は、小学校就学の始期に達するまで 第10条 任命権者は、小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親である の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親である

ものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの ものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの

間をいう。以下この条において同じ。）において常 間をいう。以下この条において同じ。）において常

態として当該子を養育することができるものとして 態として当該子を養育することができるものとして

人事委員会規則で定める者に該当する場合における 人事委員会規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定めると 当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定めると

ころにより、当該子を養育するために請求した場合 ころにより、当該子を養育するために請求した場合

には、深夜における勤務をしないことを承認しなけ には、深夜における勤務をさせてはならない。ただ

ればならない。ただし、公務の運営に支障があると し、公務の運営に支障があるときは、この限りでな

きは、この限りでない。 い。

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、人

事委員会規則で定めるところにより、当該子を養育

するために請求した場合には、前条第２項に規定す

る勤務をしないことを承認しなければならない。た

だし、公務の運営に支障があるときは、この限りで

ない。

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子 ２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、人事委員会規則で定めるところによ のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるもの

り、当該子を養育するために請求した場合には、当 が、常態として当該子を養育することができるもの

該請求をした職員の業務を処理するための措置を講 として人事委員会規則で定める者に該当する場合に

ずることが著しく困難である場合を除き、１月につ おける当該職員を除く。以下この項において同

いて24時間、１年について150時間を超えて、前条 じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、

第２項に規定する勤務（災害その他避けることので 当該子を養育するために請求した場合には、当該請

きない事由に基づく臨時の勤務を除く。第５項にお 求をした職員の業務を処理するための措置を講ずる

いて同じ。）をしないことを承認しなければならな ことが著しく困難である場合を除き、１月について



い。 24時間、１年について150時間を超えて、前条第２

項に規定する勤務（災害その他避けることのできな

い事由に基づく臨時の勤務を除く。第４項において

同じ。）をさせてはならない。

４ 任命権者は、配偶者（届出をしないが事実上婚姻 ３ 任命権者は、配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下この項及び 関係と同様の事情にある者を含む。以下この項及び

第17条第１項において同じ。）、父母、子、配偶者 第17条第１項において同じ。）、父母、子、配偶者

の父母その他人事委員会規則で定める者で負傷、疾 の父母その他人事委員会規則で定める者で負傷、疾

病又は老齢により人事委員会規則で定める期間にわ 病又は老齢により人事委員会規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この たり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この

条及び第17条第１項において「要介護者」とい 条及び第17条第１項において「要介護者」とい

う。）のある職員が、人事委員会規則で定めるとこ う。）のある職員が、人事委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該要介護者を介護するために請求した ろにより、当該要介護者を介護するために請求した

場合には、深夜における勤務をしないことを承認し 場合には、深夜における勤務をさせてはならない。

なければならない。ただし、公務の運営に支障があ ただし、公務の運営に支障があるときは、この限り

るときは、この限りでない。 でない。

５ 任命権者は、要介護者のある職員が、人事委員会 ４ 任命権者は、要介護者のある職員が、人事委員会

規則で定めるところにより、当該要介護者を介護す 規則で定めるところにより、当該要介護者を介護す

るために請求した場合には、当該請求をした職員の るために請求した場合には、当該請求をした職員の

業務を処理するための措置を講ずることが著しく困 業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難である場合を除き、１月について24時間、１年に 難である場合を除き、１月について24時間、１年に

ついて150時間を超えて、前条第２項に規定する勤 ついて150時間を超えて、前条第２項に規定する勤

務をしないことを承認しなければならない。 務をさせてはならない。

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）

第３条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という。）に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という。）が存在する場

合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、当該移動後項

（以下この条において「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務

の制限） の制限）

第８条 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達 第８条 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達

するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５ 親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５

時までの間をいう。以下この条において同じ。）に 時までの間をいう。以下この条において同じ。）に



おいて常態として当該子を養育することができるも おいて常態として当該子を養育することができるも

のとして人事委員会規則で定める者に該当する場合 のとして人事委員会規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で

定めるところにより、当該子を養育するために請求 定めるところにより、当該子を養育するために請求

した場合には、深夜における勤務をしないことを承 した場合には、深夜における勤務をさせてはならな

認しなければならない。ただし、公務の運営に支障 い。ただし、公務の運営に支障があるときは、この

があるときは、この限りでない。 限りでない。

２ 市町村教育委員会は、３歳に満たない子のある職

員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該

子を養育するために請求した場合には、前条第２項

に規定する勤務をしないことを承認しなければなら

ない。ただし、公務の運営に支障があるときは、こ

の限りでない。

３ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達する ２ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達する

までの子のある職員が、人事委員会規則で定めると までの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親で

ころにより、当該子を養育するために請求した場合 あるものが、常態として当該子を養育することがで

には、当該請求をした職員の業務を処理するための きるものとして人事委員会規則で定める者に該当す

措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、 る場合における当該職員を除く。以下この項におい

１月について24時間、１年について150時間を超え て同じ。）が、人事委員会規則で定めるところによ

て、前条第２項に規定する勤務（災害その他避ける り、当該子を養育するために請求した場合には、当

ことのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。第 該請求をした職員の業務を処理するための措置を講

５項において同じ。）をしないことを承認しなけれ ずることが著しく困難である場合を除き、１月につ

ばならない。 いて24時間、１年について150時間を超えて、前条

第２項に規定する勤務（災害その他避けることので

きない事由に基づく臨時の勤務を除く。第４項にお

いて同じ。）をさせてはならない。

４ 市町村教育委員会は、配偶者（届出をしないが事 ３ 市町村教育委員会は、配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下こ 実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下こ

の項及び第15条第１項において同じ。）、父母、 の項及び第15条第１項において同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他人事委員会規則で定める者 子、配偶者の父母その他人事委員会規則で定める者

で負傷、疾病又は老齢により人事委員会規則で定め で負傷、疾病又は老齢により人事委員会規則で定め

る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの

（以下この条及び第15条第１項において「要介護 （以下この条及び第15条第１項において「要介護

者」という。）のある職員が、人事委員会規則で定 者」という。）のある職員が、人事委員会規則で定

めるところにより、当該要介護者を介護するために めるところにより、当該要介護者を介護するために

請求した場合には、深夜における勤務をしないこと 請求した場合には、深夜における勤務をさせてはな

を承認しなければならない。ただし、公務の運営に らない。ただし、公務の運営に支障があるときは、

支障があるときは、この限りでない。 この限りでない。

５ 市町村教育委員会は、要介護者のある職員が、人 ４ 市町村教育委員会は、要介護者のある職員が、人

事委員会規則で定めるところにより、当該要介護者 事委員会規則で定めるところにより、当該要介護者

を介護するために請求した場合には、当該請求をし を介護するために請求した場合には、当該請求をし

た職員の業務を処理するための措置を講ずることが た職員の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難である場合を除き、１月について24時 著しく困難である場合を除き、１月について24時

間、１年について150時間を超えて、前条第２項に 間、１年について150時間を超えて、前条第２項に

規定する勤務をしないことを承認しなければならな 規定する勤務をさせてはならない。



い。

附 則

この条例は、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成21年法律第93号）の施行の日

から施行する。ただし、第２条及び第３条の規定は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律（平成21年法律第65号）の施行の日から施行する。




